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(57)【要約】
　本明細書で開示される技術は、プラズマの生成に使用
される電極にわたって、均一な電子密度を有するプラズ
マを生成するための装置および工程を含む。容量結合プ
ラズマシステムの上部電極は、均一なプラズマの生成を
補助するように構成された構造的特徴を有することがで
きる。このような構造的特徴は、プラズマに面する表面
に、ある表面形状を画定する。このような構造的特徴は
、ほぼ長方形の断面を有し、上部電極の表面から突出す
る同心リングの組を含むことができる。このような構造
的特徴は、また、断面サイズおよび断面形状を有する、
入れ子になった細長い突出部も含むことができ、突出部
の間隔は、システムが結果として均一な密度のプラズマ
を生成するように選択される。誘電体部材またはシート
は、プラズマの均一性を維持しながら、プラズマからの
エロージョンを防止または抑制するために、この構造的
特徴に配置することができる。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　プラズマ処理装置で使用するための電極組立体であって、
　平行平板型容量結合プラズマ処理装置で使用するために構成された電極板を含み、前記
プラズマ処理装置が、ターゲット基板を受けるのに十分な処理空間を形成する処理室と、
前記処理室に処理ガスを供給するように構成された処理ガス供給ユニットと、前記処理室
の内部から排気ガスを吸引するために、前記処理室の排気口に接続された排気ユニットと
、前記処理室内に互いに対向して配置された第１の電極および第２の電極であって、前記
第１の電極が上部電極になり、前記第２の電極が下部電極になり、前記第２の電極が、前
記ターゲット基板を支持するように構成される、第１の電極および第２の電極と、第１の
ＲＦ電力を前記第２の電極に印加するように構成された第１の高周波（ＲＦ）通電ユニッ
トであって、前記電極板が、前記第１の電極に取り付け可能であり、前記電極板が、前記
第１の電極に取り付けられたときに、前記第２の電極に面する表面領域を有し、前記表面
領域が、ほぼ平らであり、かつ同心リングの組を有し、前記各同心リングが、所定の断面
形状を有し、かつ前記同心リングが、隣接する同心リングから所定のギャップ距離で離間
されている、第１の高周波（ＲＦ）通電ユニットと
を備える、電極組立体。
【請求項２】
　前記電極板の前記同心リングの組に配置された誘電体部材であって、前記誘電体部材が
、前記同心リングの組を覆うのに十分な大きさにされ、前記誘電体部材が、前記第２の電
極に面するほぼ平らな表面を有する、誘電体部材をさらに備える、
　請求項１に記載の電極組立体。
【請求項３】
　前記誘電体部材が、前記同心リングの組に面するほぼ平らな表面を有する、請求項２に
記載の電極組立体。
【請求項４】
　前記電極板の前記同心リングの組に配置された誘電体部材であって、前記誘電体部材が
、前記同心リングの組とプラズマ生成空間との間にバリアを設けるような大きさ及び位置
にされて配置される、誘電体部材をさらに備える、
　請求項１に記載の電極組立体。
【請求項５】
　前記誘電体部材が、前記同心リング同士の間のギャップの中に等角に延び、前記同心リ
ング同士の間のギャップを埋める、請求項４に記載の電極組立体。
【請求項６】
　前記プラズマ処理装置が、前記第２の電極に第２のＲＦ電力を印加するように構成され
た第２のＲＦ通電ユニットを備える、請求項４に記載の電極組立体。
【請求項７】
　前記同心リングの組が、前記表面領域から突出しているか、または前記表面領域より下
方で画定されている、請求項４に記載の電極組立体。
【請求項８】
　前記同心リングの組が、前記電極板に接触するプラズマからの損傷を抑制する絶縁保護
被膜を含む、請求項４に記載の電極組立体。
【請求項９】
　前記各同心リングの断面高さが、約０．５ミリメートルより大きく、かつ約１０．０ミ
リメートルよりも小さく、前記各同心リングの断面幅が、約１．０ミリメートルより大き
く、かつ約２０．０ミリメートルよりも小さく、前記所定のギャップ距離が、約１．０ミ
リメートルより大きく、かつ約５０．０ミリメートルよりも小さい、請求項４に記載の電
極組立体。
【請求項１０】
　前記第１のＲＦ電力が、約３ＭＨｚ～３００ＭＨｚであり、前記第２のＲＦ電力が、約
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０．５ＭＨｚ～１３ＭＨｚである、請求項４に記載の電極組立体。
【請求項１１】
　ターゲット基板を受けるのに十分な処理空間を形成する処理室と、
　処理室に処理ガスを供給するように構成された処理ガス供給ユニットと、
　前記処理室の内部から排気ガスを吸引するために、前記処理室の排気口に接続された排
気ユニットと、
　前記処理室内に互いに対向して配置された第１の電極および第２の電極であって、前記
第１の電極が上部電極になり、前記第２の電極が下部電極になり、前記第２の電極が、前
記ターゲット基板を支持するように構成され、前記第１の電極が、前記第２の電極に面す
る表面を有する電極板を含み、前記表面が、ほぼ平らであり、かつ所定の形状の外部境界
を有し、前記表面が、細長い突出部の組を有し、前記細長い各突出部が、前記表面から所
定の高さに延び、前記細長い各突出部が、前記平らな表面に沿って、かつ前記第１の電極
の中心点の周囲に延び、前記細長い突出部の少なくとも一部が、前記表面の前記外部境界
とほぼ同様の細長い形状を有し、前記突出部の組が、前記突出部の一部が少なくとも１つ
の他の突出部に囲まれるように前記表面に配置され、所与の前記細長い各突出部が、隣接
する細長い突出部から所定の距離で配置される、第１の電極および第２の電極と、
　第１の高周波（ＲＦ）通電ユニットであって、前記第２の電極に第１のＲＦ電力を印加
するように構成された第１の高周波（ＲＦ）通電ユニットと
を備える、プラズマ処理装置。
【請求項１２】
　前記電極板の前記細長い突出部の組に配置された誘電体部材であって、前記誘電体部材
が、前記細長い突出部の組を覆うのに十分な大きさにされ、前記誘電体部材が、前記第２
の電極に面するほぼ平らな表面を有し、前記誘電体部材が、前記細長い突出部の組とプラ
ズマ生成空間との間にバリアを設ける、誘電体部材をさらに備える、
　請求項１１に記載のプラズマ処理装置。
【請求項１３】
　前記誘電体部材が、前記細長い突出部の組に面するほぼ平らな表面を有する、請求項１
２に記載のプラズマ処理装置。
【請求項１４】
　前記誘電体部材が、前記細長い突出部同士の間のギャップの中に等角に延び、前記細長
い突出部同士の間のギャップを埋める、請求項１２に記載のプラズマ処理装置。
【請求項１５】
　前記プラズマ処理装置が、
　前記第２の電極に第２のＲＦ電力を印加するように構成された第２の高周波（ＲＦ）通
電ユニットをさらに備える、請求項１２に記載のプラズマ処理装置。
【請求項１６】
　前記細長い突出部の組が、前記電極板に接触するプラズマからの損傷を抑制する絶縁保
護被膜を含む、請求項１２に記載のプラズマ処理装置。
【請求項１７】
　前記各突出部の所定の高さ、および前記各突出部の断面幅が、前記プラズマ処理装置を
介して生成されたプラズマが、前記第１の電極にわたってほぼ均一の電子密度を有するよ
うに、前記第１のＲＦ電力の周波数範囲に基づいて選択される、請求項１２に記載のプラ
ズマ処理装置。
【請求項１８】
　プラズマ処理装置で使用するための電極組立体であって、
　平行平板型容量結合プラズマ処理装置で使用するための電極板を含み、前記プラズマ処
理装置が、ターゲット基板を受けるのに十分な処理空間を形成する処理室と、前記処理室
に処理ガスを供給するように構成された処理ガス供給ユニットと、前記処理室の内部から
排気ガスを吸引するために、前記処理室の排気口に接続された排気ユニットと、前記処理
室内に互いに対向して配置された第１の電極および第２の電極であって、前記第１の電極
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が上部電極になり、前記第２の電極が下部電極になり、前記第２の電極が、載置台を介し
て前記ターゲット基板を支持するように構成される、第１の電極および第２の電極と、第
１のＲＦ電力を前記第１の電極に印加するように構成された第１の高周波（ＲＦ）通電ユ
ニット、および第２のＲＦ電力を前記第２の電極に印加するように構成された第２のＲＦ
通電ユニットであって、前記電極板が、前記第１の電極に取り付け可能であり、前記電極
板が、前記第１の電極に取り付けられたときに前記第２の電極に面する表面領域を有し、
前記表面領域が、ほぼ平らであり、かつ同心リングの組を有し、前記各同心リングが、所
定の断面形状を有し、かつ前記各同心リングが、隣接する同心リングから所定のギャップ
距離で離間されている、第１の電極および第２の電極と、
　前記電極板の前記同心リングの組に配置された誘電体部材であって、前記誘電体部材が
、前記同心リングの組を覆うのに十分な大きさにされる、誘電体部材と
を備える、電極組立体。
【請求項１９】
　前記誘電体部材が、前記同心リングの組に面するほぼ平らな表面と、前記第２の電極に
面するほぼ平らな表面とを有する、請求項１７に記載の電極組立体。
【請求項２０】
　前記誘電体部材が、前記同心リング同士の間のギャップの中に等角に延び、前記同心リ
ング同士の間のギャップを埋める、請求項１７に記載の電極組立体。
【発明の詳細な説明】
【背景技術】
【０００１】
（関連出願の相互参照）
　本願は、「Ｃａｐａｃｉｔｉｖｅｌｙ　Ｃｏｕｐｌｅｄ　Ｐｌａｓｍａ　Ｅｑｕｉｐｍ
ｅｎｔ　ｗｉｔｈ　Ｕｎｉｆｏｒｍ　Ｐｌａｓｍａ　Ｄｅｎｓｉｔｙ」という名称の、２
０１３年４月１７日に出願された出願番号が１３／８６５，１７８の米国非仮出願の利点
を主張し、その特許の全体は、参照することによって本願に組み込まれる。
【０００２】
　本開示は、加工物のプラズマ処理に関し、容量結合プラズマシステムを用いるプラズマ
処理を含む。
【０００３】
　半導体デバイスの製造工程において、エッチング、スパッタリング、ＣＶＤ（化学気相
成長）等のプラズマ処理が、処理される基板、例えば半導体ウェハで日常的に行われてい
る。このようなプラズマ処理を実行するプラズマ処理装置の中で、容量結合平行平板プラ
ズマ処理装置が、広く使用されている。
【０００４】
　容量結合平行平板プラズマ処理装置は、室に１対の平行平板電極（上部電極および下部
電極）が配置されており、室に処理ガスが導入される。少なくとも１つの電極に、高周波
（ＲＦ）電力を印加することによって、電極間に高周波電界が形成され、その結果、高周
波電界によって、処理ガスのプラズマが生成される。
その後、プラズマを使用または操作することによって、ウェハ上でプラズマ処理が行われ
る。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　半導体ウェハのプラズマエッチング、ならびにプラズマ化学気相成長（ＰＥＣＶＤ）は
、平行平板容量結合プラズマツールを用いて、一般に行われている。半導体業界では、よ
り大型のウェハサイズを用いることだけでなく、より狭いかまたはより小さいノード（臨
界フィーチャ（critical features））をウェハ上に作成することを推進している。例え
ば、業界では、直径３００ミリメートルのウェハから、直径４５０ミリメートルのウェハ
を取り扱うように移行しつつある。小さいノードサイズおよび大きいウェハによって、マ
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クロ的およびミクロ的な、プラズマおよびラジカルの均一性は、処理されるウェハの欠陥
を回避するために、ますます重要になっている。
【０００６】
　容量結合プラズマ（ＣＣＰ）システムにおける重要な課題は、プラズマの不均一性であ
る。ウェハ処理における超高周波プラズマ（３０ＭＨｚ～３００ＭＨｚ）の使用、および
フラットパネルディスプレイの処理における高周波（ＲＦ）プラズマ（３ＭＨｚ～３０Ｍ
Ｈｚ）の使用が、より望ましくなりつつある。しかしながら、このような高周波プラズマ
は、プラズマ内で生成される定在波のために、少なくとも部分的に不均一になる傾向があ
る。
【０００７】
　ＣＣＰの不均一性に対処する従来の試みには、ガウスレンズ構造を有する温極の使用、
および位相制御技術の使用が含まれる。しかしながら、このような試みは、複雑かつ高価
である。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本明細書で開示される技術は、均一なプラズマの生成を補助するように構成された構造
的特徴を有する、容量結合プラズマシステムの上部電極（温極）を含む。このような構造
的特徴によって、プラズマに面する表面の表面形状を画定し、これによって定在波の崩壊
を補助し、かつ／またはプラズマ空間で定在波が形成されるのを防止する。例えば、この
ような構造的特徴は、ほぼ長方形の断面を有し、上部電極の表面から突出するか、または
電極の表面内で画定される、同心リングの組を含むことができる。断面のサイズ、形状、
寸法、ならびにリングの間隔は全て、システムが結果として均一な密度のプラズマを生成
するように選択される。上部電極は、同様にプラズマの均一性を維持しながら、この構造
的特徴のエロージョン（浸食）を防止または抑制する、構造的特徴および／または上部電
極を覆う誘電体部材またはシートを含むことができる。プラズマ生成の主電源は、上部電
極または下部電極のいずれかに供給することができ、バイアス電源は、必要に応じて下部
電極に供給することができる。このような技術により、ＶＨＦ電源の使用時、および／ま
たは比較的広い表面領域を有する電極の使用時にも、均一なプラズマを提供することがで
きる。
【０００９】
　一実施形態は、平行平板容量結合プラズマ処理装置で使用するために構成された電極板
を含む。プラズマ処理装置は、ターゲット基板を受けるのに十分な処理空間を形成する処
理室（チャンバー）を備える。処理ガス供給ユニットも含まれ、処理室に処理ガスを供給
するように構成される。排気ユニットは、処理室の排気口に接続され、処理室の内部から
排気ガスを吸引する。第１の電極および第２の電極は、処理室内で互いに対向して配置さ
れる。第１の電極は上部電極であり、第２の電極は下部電極である。第２の電極は、載置
台を介して、ターゲット基板を支持するように構成される。第１の高周波（ＲＦ）通電ユ
ニットは、第１の電極に第１のＲＦ電力を印加するように構成され、第２のＲＦ通電ユニ
ットは、第２の電極に第２のＲＦ電力を印加するように構成される。あるいは、第１のＲ
Ｆ通電ユニットは、第２の電極に第１のＲＦ電力を印加するように構成される。電極板は
、第１の電極に取り付け可能である。電極板は、第１の電極に取り付けられたときに、第
２の電極に面する表面領域を有する。表面領域はほぼ平らで、表面領域から突出している
同心リングの組を含む。各同心リングは、所定の断面形状を有し、各同心リングは、隣接
する同心リングから所定のギャップ距離で離間される。誘電体部材またはシートも含むこ
とができる。この誘電体部材は、電極板の同心リングの組に配置される。誘電体部材は、
同心リングの組および／または電極板を覆うのに十分な大きさにされる。誘電体部材は、
第２の電極に面するほぼ平らな表面を有することができる。第１の電極に面して、誘電体
部材もまた、ほぼ平らな表面を有することができ、あるいは、誘電体部材は、電極板の同
心リング同士の間のギャップまたは空間を埋めることができる。
【００１０】
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　別の実施形態は、プラズマ処理装置を含む。これは、いくつかの構成部品を含むことが
できる。処理室は、ターゲット基板を収容するのに十分な処理空間を形成する。処理ガス
供給ユニットは、処理室に処理ガスを供給するように構成される。排気ユニットは、処理
室の内部から排気ガスを吸引するために、処理室の排気口に接続される。第１の電極およ
び第２の電極は、処理室内で互いに対向して配置される。第１の電極は上部電極であり、
第２の電極は下部電極である。第２の電極は、載置台を介して、ターゲット基板を支持す
るように構成される。第１の電極は、第２の電極に面する表面を有する電極板を含む。こ
の表面は、ほぼ平らで、所定の形状の外部境界を有する。この表面は、細長い突出部の組
を有する。細長い各突出部は、表面から所定の高さで延びている。細長い各突出部は、平
らな表面に沿って、かつ第１の電極の中心点の周囲に延びている。細長い突出部の少なく
とも一部は、表面の外部境界とほぼ同様の細長い形状を有する。突出部の組は、突出部の
一部が少なくとも１つの他の突出部に囲まれるように、表面に配置される。所与の細長い
各突出部は、隣接する細長い突出部から、所定の距離で配置することができる。第１の高
周波（ＲＦ）通電ユニットは、特定のプラズマ処理装置の構成に応じて、第１のＲＦ電力
を、第１の電極または第２の電極に印加するように構成することができる。プラズマ処理
装置は、電極板の細長い突出部の組に配置された誘電体部材を含むことができ、誘電体部
材は、細長い突出部の組を覆うのに十分な大きさにされ、誘電体部材は、第２の電極に面
するほぼ平らな面を有し、誘電体部材は、細長い突出部の組とプラズマ生成空間との間に
バリアを設ける。
【００１１】
　別の実施形態は、プラズマ処理装置を用いて基板を処理するための、均一なプラズマを
生成する方法を含む。プラズマ処理装置は、真空排気可能な処理室と、処理室に配置され
、ターゲット基板用の載置台として機能する下部電極組立体と、処理室の下部電極に面す
るように配置された上部電極と、上部電極に接続された第１の高周波（ＲＦ）電源とを備
えている。この装置および電極は、特定用途用に十分な大きさにすることができる。例え
ば、ウェハのエッチングまたはＣＶＤでは、電極は、直径３００ミリメートルまたは４５
０ミリメートルのウェハを収容する大きさにすることができる。太陽電池のＣＶＤでは、
電極は、ほぼ約１メートル～２メートル以上の辺寸法を有するような大きさにすることが
でき、かつ電極群に分割することを必要とせずに、単一の電極として具現化することがで
きる。第１のＲＦ電源は、第１のＲＦ電力を上部電極に、または下部電極に供給する。タ
ーゲット基板は、処理室に装填され、下部電極組立体に取り付けられる。初期ガスは、処
理室から排気される。処理ガスは、処理室に供給される。プラズマは、第１のＲＦ電力を
上部電極に（または個々のプラズマシステムに応じて下部電極に）印加することによって
、処理ガスから生成される。上部電極は、第２の電極に面する表面領域を有する。表面領
域は、ほぼ平らで、同心リングの組を含み、入れ子になったリングまたはフィンが表面領
域から突出し、同心リングの組は、所定の離間距離で配置され、各同心リングは、所定の
断面形状を有する。誘電体部材またはシートは、同心リングの上方に配置することができ
、プラズマが同心リングを侵食するのを防止または抑制することができる。
【００１２】
　本明細書で説明された、異なる手順の考察の順序は、明瞭にするために提示されている
ことは言うまでもない。一般に、これらの手順は、任意適当な順序で実行することができ
る。また、本明細書の異なる特徴、技術、構成等は、それぞれ、本開示の異なる部分で説
明される場合があり、各概念は、互いに独立して、あるいは互いに組み合わせて実行でき
ることが意図されている。したがって、本発明は、多くの異なる方法で具現化および表示
することができる。
【００１３】
　本概要部分は、本開示または特許請求される発明の、あらゆる実施形態、および／また
は増加する新規な態様を指定するものではないことに注意されたい。その代わりに、本概
要は、異なる実施形態の予備的な説明、および従来技術に対する、対応する新規な点のみ
を提供する。本発明および実施形態のさらなる詳細および／または可能な視点については
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、以下でさらに説明される、発明を実施する形態の部分、ならびに本開示の対応する図面
を参照されたい。
【００１４】
　本発明の様々な実施形態、およびこれに付随する多くの利点についてのより完全な認識
は、以下の詳細な説明を添付の図面と併せて考慮することによって容易に明確になるであ
ろう。図面は、必ずしも一定の縮尺ではなく、むしろ特徴、原理および概念を示すことに
重点を置いている。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】本明細書に開示される実施形態による、プラズマ処理装置の概略的な構成を示す
断面図である。
【図２】本明細書に開示される実施形態による、上部電極の側面断面図である。
【図３】本明細書に開示される実施形態による、上部電極の底面図である。
【図４】本明細書に開示される実施形態による、上部電極の拡大側面断面図である。
【図５】本明細書に開示される実施形態による、上部電極の斜視断面図である。
【図６Ａ】本明細書に開示される実施形態による、例示的な上部電極の突出部の側面断面
図である。
【図６Ｂ】本明細書に開示される実施形態による、例示的な上部電極の突出部の側面断面
図である。
【図６Ｃ】本明細書に開示される実施形態による、例示的な上部電極の突出部の側面断面
図である。
【図６Ｄ】本明細書に開示される実施形態による、例示的な上部電極の突出部の側面断面
図である。
【図７Ａ】本明細書に開示される実施形態による、例示的な上部電極の形状の側面断面図
である。
【図７Ｂ】本明細書に開示される実施形態による、例示的な上部電極の形状の側面断面図
である。
【図８Ａ】様々な突出部のパターンを示す上部電極の底面図である。
【図８Ｂ】様々な突出部のパターンを示す上部電極の底面図である。
【図９Ａ】本明細書の実施形態を用いていない、電子密度の折れ線グラフである。
【図９Ｂ】本明細書の実施形態を用いていない、電子密度の折れ線グラフである。
【図１０Ａ】本明細書の実施形態を用いていない、電子密度の等高線図である。
【図１０Ｃ】本明細書の実施形態を用いていない、電子密度の等高線図である。
【図１０Ｂ】本明細書の実施形態による、電子密度の結果の等高線図である。
【図１０Ｄ】本明細書の実施形態による、電子密度の結果の等高線図である。
【図１１】本明細書に開示される実施形態による、上部電極の側面断面図である。
【図１２】本明細書に開示される実施形態による、上部電極の底面図である。
【図１３】本明細書の実施形態による、上部電極板および誘電体部材の側面断面図である
。
【図１４】本明細書に開示される実施形態による、上部電極板および誘電体部材の拡大側
面断面図である。
【図１５】本明細書の実施形態による、上部電極板および誘電体部材の側面断面図である
。
【図１６】本明細書に開示される実施形態による、上部電極板および誘電体部材の拡大側
面断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　以下の説明において、本明細書で使用される処理システムの特定の形状、ならびに様々
な構成部品および工程等の具体的な詳細を記述する。しかしながら、本発明は、このよう
な具体的な詳細から離れた他の実施形態で実施できること、ならびにこれらの詳細は説明
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のためのものであって、限定のためではないことが理解されるべきである。本明細書で開
示される実施形態は、添付の図面を参照して説明される。同様に、説明のために、特定の
数字、材料、および構成が、完全な理解をもたらすために記述される。それでもなお、実
施形態は、このような具体的な詳細がなくとも実施することができる。ほぼ同一の機能構
成を有する構成部品は、同じ参照符号で示されるため、重複する記述は省略することがで
きる。
【００１７】
　様々な技術が、様々な実施形態の理解を助けるための複数の個別の動作として説明され
る。説明の順序は、これらの動作が、必ず順序に依存することを示していると解釈される
べきではない。実際に、これらの動作は、提示されている順序で実行される必要なはい。
説明される動作は、説明される実施形態とは異なる順序で実行することができる。様々な
別の動作を実行することができ、かつ／あるいは説明された動作は、別の実施形態では省
略することができる。
【００１８】
　本明細書で使用される場合、「基板（substrate）」または「ターゲット基板（target 
substrate）」は、一般的に、本発明によって処理される対象物に関連する。基板は、任
意の材料部分または装置の構造、特に半導体その他の電子デバイスを含むことができ、か
つ例えば、半導体ウェハ等のベース基板構造であるか、あるいは薄膜等の、ベース基板構
造の上に置かれるかまたは覆っている層であってもよい。したがって、基板は、下層また
は上層、パターン化されているかまたはパターン化されていないか、いずれの特定のベー
ス構造にも限定されないが、むしろ、このような任意の層またはベース構造、ならびに層
および／またはベース構造の任意の組み合わせを含むと考えられる。以下の説明では、特
定の種類の基板を参照する場合があるが、これは、単に例示の目的のためである。
【００１９】
　本明細書で開示される技術は、均一なプラズマ生成を可能にするように構築された、プ
ラズマ処理システムおよび付随する電極板を含む。電極板は、プラズマ生成空間に面する
表面を有し、このプラズマに面する表面は、プラズマの生成に超高周波（ＶＨＦ）ＲＦ（
高周波）電力を使用しているときでも、プラズマの均一性を増進する構造を含む。このよ
うな表面構造は、半径方向のバリアをもたらす、隆起した同心リング／フィン、入れ子に
なったループその他の突出部を含むことができる。同心リングの組の各リングは、断面高
さ、断面幅、および断面形状、ならびに隣接するリングとの間隔を有することができ、マ
クロ的およびミクロ的の両方において、プラズマの均一性を増進するように設計される。
誘電体部材またはシートが、電極板に付随してもよく、プラズマに面する表面の構造を保
護するような大きさにして配置することができる。例えば、このような誘電体部材は、電
極板に取り付けることができる。
【００２０】
　プラズマの生成に異なる手法を用いる、複数の異なるプラズマ処理装置が存在する。例
えば、様々な手法は、特に、誘導結合プラズマ（ＩＣＰ）、スロットアンテナマイクロ波
プラズマ、表面波プラズマ、および容量結合プラズマ（ＣＣＰ）を含むことができる。便
宜上、本明細書で提示される実施形態は、平行平板容量結合プラズマ（ＣＣＰ）システム
との関連で説明されるが、電極を用いる他の手法もまた、様々な実施形態で用いることが
できる。
【００２１】
　図１は、本明細書の実施形態による、プラズマ処理装置の概略的な構成を示す断面図で
ある。図１のプラズマ処理装置１００は、突出部のパターン、または上部電極からプラズ
マ空間の中に突出する構造を有する上部電極を含む、容量結合平行平板プラズマエッチン
グ装置である。本明細書の技術は、プラズマ洗浄、プラズマ重合、プラズマ化学気相成長
（ＰＥＣＶＤ）等のために、他のプラズマ処理装置で用いられてもよいことに注意された
い。
【００２２】
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　さらに詳細には、プラズマ処理装置１００は、処理容器を画定する処理室１１０を有し
、例えばほぼ円筒の形状を有する、処理空間を設ける。処理容器は、例えばアルミニウム
合金で形成でき、電気的に接地することができる。処理容器の内壁は、アルミナ（Ａｌ２

Ｏ３）、イットリア（Ｙ２Ｏ３）その他の保護剤で被覆することができる。サセプタ４１
６は、基板としてウェハＷをその上に取り付けるための載置台として作用する、第２の電
極の一例として、下部電極４００（下部電極組立体）の一部を形成する。具体的には、サ
セプタ４１６は、絶縁板１１２を介して、処理室１１０の底部のほぼ中央に設けられたサ
セプタ支持部１１４で支持される。サセプタ支持部１１４は、円筒形であってもよい。サ
セプタ４１６は、例えばアルミニウム合金で形成されてもよい。
【００２３】
　サセプタ４１６は、ウェハＷを保持するために、その上に静電チャック４１８が（下部
電極組立体の一部として）設けられる。静電チャック４１８には、電極４１０が設けられ
る。電極４１０は、ＤＣ（直流）電源１２２に電気的に接続される。静電チャック４１８
は、ＤＣ電源１２２からのＤＣ電圧が、電極４１０に印加されたときに発生したクーロン
力を介してウェハＷを引き付ける。
【００２４】
　フォーカスリング４２４は、静電チャック４１８を囲むように、サセプタ４１６の上面
に設けられる。石英等で形成される円筒形の内壁部材１２６は、静電チャック４１８およ
びサセプタ支持部１１４の外周側に取り付けられる。サセプタ支持部１１４は、環状冷媒
通路１２８を含む。環状冷媒通路１２８は、処理室１１０の外側に取り付けられた冷却装
置（図示せず）と、例えば、ライン１３０ａおよび１３０ｂを介して連通している。環状
冷媒通路１２８には、冷媒（冷却液または冷却水）が供給され、ライン１３０ａおよび１
３０ｂを通って循環している。したがって、サセプタ４１６の上／上方に取り付けられた
ウェハＷの温度を制御することができる。
【００２５】
　サセプタ４１６およびサセプタ支持部１１４を通過するガス供給ライン１３２は、伝熱
ガスを静電チャック４１８の上面に供給するように構成される。Ｈｅ（ヘリウム）等の伝
熱ガス（裏面ガス）は、ウェハＷへの加熱を補助するために、ガス供給ライン１３２を介
して、ウェハＷと静電チャック４１８との間に供給することができる。
【００２６】
　上部電極３００（すなわち、上部電極組立体）は、第１の電極の一例であり、下部電極
４００に平行に面するように、下部電極４００の垂直上方に設けられる。プラズマ生成空
間またはプラズマ空間（ＰＳ）は、下部電極４００と上部電極３００との間に画定される
。ディスクの形状を有する内側上部電極３０２と、外側上部電極３０４とを含む上部電極
３００は、内側上部電極３０２の外側を環状に囲むことができる。内側上部電極３０２も
また、一定量の処理ガスを、下部電極４００に取り付けられたウェハＷの上方の、プラズ
マ生成空間ＰＳに向かって注入する処理ガス入口として機能する。上部電極３００は、こ
れによって、シャワーヘッドを形成する。
【００２７】
　さらに詳細には、内側上部電極３０２は、複数のガス注入開口部３２４および突出部３
１４を有する電極板３１０（通常は円形）を含む。突出部３１４およびその構成は、後で
さらに詳しく説明される。内側上部電極３０２は、また、電極板３１０の上側を着脱自在
に支持する電極支持部３２０を含む。電極支持部３２０は、電極板３１０が円形の形状の
場合は、電極板３１０とほぼ同一の直径を有するディスクの形状に形成することができる
。代替的な実施形態では、電極板３１０は正方形、長方形、多角形等であってもよい。電
極支持部３２０は、アルミニウム等で形成でき、緩衝室（バッファーチャンバー）３２２
を含むことができる。緩衝室３２２は、ガスを拡散するために使用され、ディスク状の空
間を有する。ガス供給システム２００からの処理ガスが、緩衝室３２２に導入される。処
理ガスは、次に、緩衝室３２２から、その下面にあるガス注入開口部３２４へと移動する
ことができる。内側上部電極は、その後、本質的に、シャワーヘッド電極を設ける。
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【００２８】
　リングの形状を有する誘電体３０６は、内側上部電極３０２と外側上部電極３０４との
間に挿入される。リングの形状を有し、アルミナ等で形成される絶縁シールド部材３０８
は、外側上部電極３０４と、処理室１１０の内周壁との間に密閉式で挿入される。
【００２９】
　外側上部電極３０４は、給電部１５２、コネクタ１５０、上部給電ロッド１４８、およ
び整合ユニット１４６を介して、第１の高周波電源１５４に電気的に接続される。第１の
高周波電源１５４は、４０ＭＨｚ（メガヘルツ）以上（例えば６０ＭＨｚ）の周波数を有
する高周波電圧を出力できるか、または３０～３００ＭＨｚの周波数を有する超高周波（
ＶＨＦ）電圧を出力することができる。この電源は、バイアス電源と比較して、主電源と
呼ぶことができる。給電部１５２は、例えば、開放された下面を有するほぼ円筒形の形状
に形成することができる。給電部は、その下端部で、外側上部電極３０４に結合すること
ができる。給電部１５２は、その上面の中央部で、コネクタ１５０によって、上部給電ロ
ッド１４８の下端部に電気的に接続される。上部給電ロッド１４８は、その上端部で、整
合ユニット１４６の出力側に結合される。整合ユニット１４６は、第１の高周波電源１５
４に結合され、負荷インピーダンスを第１の高周波電源１５４の内部インピーダンスと整
合することができる。しかしながら、外側上部電極３０４は任意選択であり、実施形態は
、単一の上部電極で機能できることに注意されたい。
【００３０】
　給電部１５２は、接地導体１１１によってその外側を覆われる。接地導体１１１は、直
径が処理室１１０の直径とほぼ同一の側壁を有する、円筒形であってもよい。接地導体１
１１は、その下端部で、処理室１１０の側壁の上部に結合する。上部給電ロッド１４８は
、接地導体１１１の上面の中央部分を通過している。絶縁部材１５６は、接地導体１１１
と上部給電ロッド１４８との接触部分に挿入される。
【００３１】
　電極支持部３２０は、その上面にある下部給電ロッド１７０に電気的に接続される。下
部給電ロッド１７０は、コネクタ１５０を介して、上部給電ロッド１４８に接続される。
上部給電ロッド１４８および下部給電ロッド１７０は、第１の高周波電源１５４から上部
電極３００へ高周波電力を供給するための、給電ロッドを形成する（全体として「給電ロ
ッド」と呼ばれる）。可変コンデンサ１７２は、下部給電ロッド１７０に設けられる。可
変コンデンサ１７２の容量を調節することによって、高周波電力が第１の高周波電源１５
４から印加されるときに、外側上部電極３０４で直接形成された電界強度と、内側上部電
極３０２で直接形成された電界強度との相対的な比率を調節することができる。
【００３２】
　ガス排気口１７４は、処理室１１０の底部に形成される。ガス排気口１７４は、ガス排
気ユニット１７８に結合され、ガス排気ユニット１７８は、ガス排気ライン１７６を介し
て、真空ポンプ等を含むことができる。ガス排気ユニット１７８は、処理室１１０内を排
気することによって、その内圧を所望の真空度まで減圧する。サセプタ４１６は、整合ユ
ニット１８０を介して、第２の高周波電源１８２に電気的に接続することができる。第２
の高周波電源１８２は、高周波電圧を、２ＭＨｚ等、２ＭＨｚ～２０ＭＨｚの範囲で出力
することができる。
【００３３】
　上部電極３００の内側上部電極３０２は、ＬＰＦ（ローパスフィルタ）１８４に電気的
に接続される。ＬＰＦ１８４は、第１の高周波電源１５４からの高周波を遮断する一方で
、第２の高周波電源１８２からの低周波を接地へと通す。その一方で、下部電極の一部を
形成しているサセプタ４１６は、ＨＰＦ（ハイパスフィルタ）１８６に接続される。ＨＰ
Ｆ１８６は、第１の高周波電源１５４からの高周波を接地へと通す。ガス供給システム２
００は、上部電極３００にガスを供給する。ガス供給システム２００は、図１に示すよう
に、ウェハで、成膜、エッチング等の特定の処理を実行するための処理ガスを供給する、
処理ガス供給ユニット２１０等を含む。処理ガス供給ユニット２１０は、処理ガス供給通
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路を形成する処理ガス供給ライン２０２に接続される。処理ガス供給ライン２０２は、内
側上部電極３０２の緩衝室３２２に接続される。
【００３４】
　プラズマ処理装置１００は、プラズマ処理装置１００の各構成部品を制御する制御ユニ
ット５００に接続される。例えば、制御ユニット５００は、ガス供給システム２００の処
理ガス供給ユニット２１０等に加えて、ＤＣ電源１２２、第１の高周波（すなわちＶＨＦ
）電源１５４、第２の高周波（すなわちＶＨＦ）電源１８２等を制御する。
【００３５】
　内側上部電極３０２が、下部電極４００に面する電極板３１０を含むことによって、容
量結合プラズマツールのための平行平板を形成していることに注意されたい。電極支持部
３２０は、下部電極４００（ここでは電極板の裏面）に対向する電極板３１０の背面に接
しており、電極板３１０を着脱可能に支持する。代替的な実施形態で、電極板３１０は、
上部電極３００と一体化することができる。しかしながら、プラズマは化学反応性であり
、下部電極に面する表面領域を侵食する可能性があるため、電極板３１０を着脱可能にし
ておくことが有益である。したがって、電極板は、交換のため、または、特定の種類のプ
ラズマ処理に適した、様々な異なる種類の材料の電極板を選択するために取り外すことが
できる。
【００３６】
　上部電極３００は、また、電極板３１０の温度を制御するための冷却板または冷却機構
（図示せず）も含むことができる。電極板３１０は、Ｓｉ、ＳｉＣ、ドープされたＳｉ、
アルミニウム等の、導体または半導体材料で形成することができる。
【００３７】
　動作時に、プラズマ処理装置１００は、ＰＳでプラズマを生成するために、上部および
下部の電極を使用する。この生成されたプラズマは、その後、プラズマエッチング、化学
気相成長、ガラス材料の処理、ならびに薄膜太陽電池、他の光電池、およびフラットパネ
ルディスプレイ用の有機／無機質板等の大型パネルの処理等の様々な種類の処理で、ウェ
ハＷまたは処理される任意の材料等の、ターゲット基板の処理に使用することができる。
便宜上、このプラズマ生成は、ウェハＷ上に形成される酸化膜のエッチングとの関連で説
明される。まず、ウェハＷは、仕切弁（図示せず）が開いてから、ロードロック室（チャ
ンバー）（図示せず）から処理室１１０に装填され、静電チャック４１８に取り付けられ
る。次に、ＤＣ電圧がＤＣ電源１２２から印加されて、ウェハＷは、静電チャック４１８
に静電的に付着する。その後、仕切弁が閉じて、処理室１１０は、ガス排気ユニット１７
８によって特定の真空度まで排気される。
【００３８】
　その後、処理ガスは、処理ガス供給ユニット２１０から、処理ガス供給ライン２０２を
介して上部電極３００内の緩衝室３２２に導入され、その流量は、質量流量コントローラ
等によって調節される。さらに、緩衝室３２２に導入された処理ガスは、電極板３１０（
シャワーヘッド電極）のガス注入開口部３２４からウェハＷへと均一に吐出され、その後
、処理室１１０の内圧は、特定のレベルに維持される。
【００３９】
　６０ＭＨｚ等の、３ＭＨｚ～１５０ＭＨｚの範囲の高周波電力が、第１の高周波電源１
５４から上部電極３００に印加される。これによって、高周波電界が、上部電極３００と
、下部電極を形成するサセプタ１１６との間で生成され、処理ガスは分離されてプラズマ
に変換される。２ＭＨｚ等の、０．２ＭＨｚ～２０ＭＨｚの範囲の低周波電力が、第２の
高周波電源１８２から、下部電極を形成するサセプタ１１６に印加される。言い換えれば
、２周波システムを使用することができる。その結果、プラズマ内のイオンが、サセプタ
１１６に向かって引き付けられ、イオンの補助によって、エッチングの異方性が増加する
。便宜上、図１は、上部電極に電力を供給する第１の高周波電源１５４を示していること
に注意されたい。代替的な実施形態では、第１の電源１５４は、下部電極４００に供給さ
れてもよい。したがって、主電源（通電電力）およびバイアス電源（イオン加速電圧）の



(12) JP 2016-522539 A 2016.7.28

10

20

30

40

50

両方を、下部電極に供給することができる。
【００４０】
　容量結合プラズマツールの大きな課題は、プラズマの不均一性である。いくつかのプラ
ズマ処理は、３０ＭＨｚ～３００ＭＨｚの範囲の超高周波（ＶＨＦ）電力の使用によって
、利益を得ることができる。しかしながら、このようなＶＨＦ電力は、不均一な電界を作
成する傾向がある。周波数が高いほど、波長が短縮される一方で、特に波長が電極の直径
に比べて比較的小さくなるにつれて、不均一性が増加する。このような不均一性は、ウェ
ハＷの露光にムラができる結果となり、これは後にウェハＷの欠陥につながるため、問題
となっている。
【００４１】
　均一なプラズマの生成は、複雑である。理想的なプラズマには、プラズマの中で動くイ
オンおよび電子の均等な分布が存在する。プラズマの均一性に影響し得る異なる変数が存
在する。これらの変数は、電力、周波数、圧力、材料等を含む。不均一性の１つの尺度は
、様々な位置でのプラズマ内の電子密度である。図９Ａに、電極板上の位置に関連する電
子密度（プラズマ強度）の折れ線グラフを示す。この折れ線グラフで、Ｘ軸は、０をウェ
ハの中心として、（電極板と位置合わせされた）ウェハの中心点からの距離を示す。Ｙ軸
は、関連する電子密度を示す。ウェハの中心と端部との間に、著しい電子密度の差６０２
があることに注意されたい。ウェハの中心の電子密度が、端部の電子密度よりも３倍から
４倍大きいために、急激な中心ピークがある。
【００４２】
　同様に、図９Ｂに、類似の電子の中心ピークまたは中心高分布がある。図９Ｂは、図９
Ａと異なり、より高い圧力が用いられている。高圧を用いて、同様に、端部の約３倍から
４倍の電子密度を有する中心ピークがある（電子密度の差６０４）が、この高圧において
は、ウェハまたは電極の端部近くに第２のピークもあることに注意されたい。
【００４３】
　図１０Ａは、上部電極３０９、および下部電極４００に関する、プラズマ空間における
電子密度を示す等高線図である。上部電極３０９（または電極板）は、従来の電極板のよ
うに、ほぼ平らな表面を有することに注意されたい。図１０Ａは、図９Ａに相関する。等
高線図中の色の濃い部分は、電子密度が高いことを表している。したがって、図１０Ａは
、プラズマ空間の中心の電子密度が高いことを示すと共に、電極の端部に向かって、電子
密度が比較的低くなることを示している。図１０Ｃは、図１０Ｃが図９Ｂに相関すること
を除いて、図１０Ａと同様である。このように、高い中心電子密度、ならびにプラズマ空
間の端部に、（より小さいが）第２のピークが存在することに注意されたい。
【００４４】
　本明細書の技術は、したがって、この波を排除および／または制御することによって、
プラズマ内の均一な電子密度を増進することを考案している。技術は、電極板３１０に１
つ以上の構造を用いることを含む。このような構造は、電極板３１０のプラズマに面する
表面に配置される。このような構造は、半径方向、厳密に言えば電極板３１０の中心点か
ら外向きに、１つ以上のバリアを設けるように構成することができる。
【００４５】
　ここで図２を参照すると、例示的な電極板３１０の側面断面図が示されている。表面領
域３１２には、複数の突出部３１４がある。このような構造（突出部）は、中心点３１８
から外部境界３１６に向かって、表面領域３１２に沿って移動するときに、一種のバリア
を形成することに注意されたい。
【００４６】
　図３は、電極板３１０の底面図を示す。この図において、突出部３１４は、中心点３１
８を中心とした同心リングの組として示されている。いくつかの実施形態で、同心リング
の組は、同一すなわち等距離の間隔を有することができる。他の実施形態で、この間隔は
可変であってもよい。断面のサイズおよび形状は、同心リング同士の間のギャップ距離と
同様に、プラズマの波長、または予想されるプラズマの波長に基づいていてもよい。同心
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リングの数もまた、表面領域３１２の直径に基づいて変化してもよい。リングまたは突出
部３１４は、表面領域３１２の上に取り付けるかまたは固定（溶接、融着、固着）するこ
とができ、あるいは突出部を機械加工することによって、または電極板を鋳造すること等
によって、電極板３１０と一体化することができる。
【００４７】
　図４は、電極板３１０の拡大断面図である。この図で、突出部３１４は、丸み３３２お
よびフィレット３３４を有する、ほぼ長方形の断面形状を有するように示されている。こ
のような丸みは必要ではないが、波の伝播を制御する上で、有益な効果を及ぼすことがで
きる。各突出部は、断面幅３３６および断面高さ３３８を有することができる。隣接する
突出部は、ギャップ距離３４０で互いに離間される。このようなギャップ距離３４０は、
端部から端部まで、中心から中心まで、あるいは別の方法で計測することができる。これ
らの寸法の値は、絶対でも相対でもよい。例えば、電極板の直径に基づいて、特定のエッ
チング／成長工程に基づいて、あるいは生成されたプラズマのプラズマ波長に基づいて、
特定の範囲の寸法から値を選択することができる。１～１０センチメートルの波長を有す
るＶＨＦプラズマの場合、突出部の寸法およびギャップ距離は、最適なプラズマの均一性
を得るための波長に基づいて決定することができる。
【００４８】
　図５は、プラズマ空間に面する表面領域３１２を示す、電極板３１０の拡大断面斜視図
である。便宜上、電極板３１０の開口３２４（または穴）が、突出部３１４を通過してい
るところは示されていないことに注意されたい。他の実施形態で、開口３２４は、特定の
フィンの幅に基づいて、突出部３１４または同心リングを通過することができる。
【００４９】
　本明細書の実施形態で使用するために選択できる、様々な断面形状がある。例えば、図
６Ａは比較的薄い断面形状を示し、その結果、突出部３１４は本質的に、表面領域３１２
から突出するフィンである。図６Ｂは、台形の形状の突出部３１４を示す。図６Ｃでは、
突出部３１４は、丸いかまたは半円形の形状である。図６Ｄでは、突出部３１４は、三角
形の形状である。
【００５０】
　突出部３１４の様々な断面形状に加えて、電極板３１０は、代替的な断面形状を有する
ことができる。例えば、図７Ａは、ガウスレンズの形状を有する電極板３１０を示し、そ
の表面領域３１２は、（プラズマ空間ＰＳに関連する）湾曲を有している。図７Ｂで、電
極板は、段差のある表面領域３１２を有し、表面領域３１２のこの異なる部分は、下部電
極４００から、異なる垂直距離を有する。
【００５１】
　図８Ａは、電極板３１０の代替的な実施形態の底面図である。同心リングの組の代わり
に、図８Ａは、長方形および楕円形の細長い突出部が電極板の中心を囲んでいる、長方形
の表面領域３１２を有する電極板３１０を示す。図８Ｂでは、突出部３１４は、連続的で
はなく開口または切断部を有する同心リングであるが、それでもなお突出部３１４は、表
面領域３１２で所与の半径方向にほぼ垂直なバリアを設ける。他の実施形態では、このリ
ングまたは突出部は連続的である。
【００５２】
　対応するプラズマ処理装置の電極板にこのような突出部があることで、プラズマ処理装
置は、ＶＨＦ電源であっても均一な電子密度をもたらすことができる。図１０Ｂおよび図
１０Ｄは、同心リングその他の細長い突出部を有する電極板３１０を用いるプラズマ処理
装置における、電子密度の例示的な等高線図を示す。このような電極板の突出部が、結果
として、プラズマ空間にわたってほぼ均一な電子密度をもたらすことに注意されたい。本
明細書の技術を用いない場合は、プラズマの不均一性が２００％以上に達する場合がある
一方で、本明細書の技術は、不均一性が１０％未満のプラズマをもたらすことができる。
【００５３】
　図１１および図１２は、電極板３１０の代替的な例示的配列を示す。図１１は、例示的
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な電極板３１０の側面断面図である。図１２は、電極板３１０の底面図である。表面３１
２では、（フィン等の）複数の突出部３１４が、表面から突出しているか、あるいは表面
に取り付けられている。突出部３１４は、表面３１２の外側部分に配置されていることに
注意されたい。したがって、表面３１２の内側円形部分には突出部はなく、表面３１２の
外側のリング状の部分（端部領域）は、突出部３１４の複数の同心リングを含む。突出部
３１４は、ほぼ三角形または円錐の断面形状を有することにも注意されたい。突出部３１
４の側壁は、表面３１２に垂直である代わりに、側壁は、表面３１２に対して鈍角を有す
る。例えば、このような鈍角は、隣接する側壁に対して、表面３１２から約１００度～１
６０度にすることができる。角度をつけた側壁を有することで、プラズマの均一性をさら
に増進することができる。例えば、表面領域３１２の近辺に、または表面領域３１２を横
切って伝わるより高周波の電磁波が、偏向されてプラズマ空間に入ることができ、これに
よって、均一性が増進する。本実施形態では、通常そうであるように、高周波のＲＦは上
部電極から、低いＲＦ周波数は下部電極から供給することができる。しかしながら、本実
施形態は、また、高周波を下部電極から、低周波を上部電極から印加しても、効率的に機
能する場合がある。
【００５４】
　ここで図１３を参照すると、図２に示すものと同様の、例示的な電極板３１０の側面断
面図が示されている。誘電体部材３７０は、電極板３１０に隣接するか、または覆ってい
ることが示されている。誘電体部材３７０は、ガス注入開口部３２６を有するほぼ平らな
シートとして示され、ガス注入開口部３２６は、電極板３１０からのガス注入開口部３２
４と位置合わせされている。誘電体部材は、様々な誘電体材料で作ることができる。例え
ば、ポリシリコンエッチングの用途では、誘電体部材には、石英を選択することができる
。誘電体エッチング処理では、誘電体部材は、低導電のシリコン単結晶、アルミニウム上
のセラミック薄膜等であってもよい。誘電体部材は、また、物理気相成長（ＰＶＤ）処理
で窒化モリブデンを含む誘電体部材を使用する等、プラズマ処理で消耗するように選択す
ることもできる。
【００５５】
　図１４は、電極板３１０および誘電体部材３７０の拡大断面図である。この実施形態で
、誘電体部材３７０は、突出部３１４の上に載って（または接触して）いる。ガス注入開
口部３２６がガス注入開口部３２４に位置合わせされていることに加えて、ガス注入開口
部は、電極板に面するより広い開口を有することができ、これは、電極板上の誘電体部材
のずれを補うのに有利な場合があることに注意されたい。誘電体部材３７０を電極板３１
０に結合すると、誘電体部材は、電極板の突出部またはフィンを、生成されたプラズマに
よるエロージョン損傷から保護する。したがって、生成されたプラズマは、下部電極の基
板に直接接触することができ、上部電極の誘電体部材は、これによって、両方の電極を保
護する。
【００５６】
　ここで図１５を参照すると、図２に示すものと同様の、例示的な電極板３１０の側面断
面図が示されている。図１５で、誘電体部材３７０は、電極板３１０に隣接するかまたは
覆っており、同時に、突出部３１４同士の間のギャップを埋めていることが示されている
。
【００５７】
　図１６は、図１５に示すような電極板３１０および誘電体部材３７０の拡大断面図であ
る。この実施形態で、誘電体部材３７０は、突出部３１４の上に載って（または接触して
）おり、同時に突出部（またはリング）同士の間のギャップを埋めている。ガス注入開口
部は、任意で、電極板に面するより広い開口を有することができ、特に、ガス注入開口部
の直径が比較的小さいときに、電極板上の誘電体部材のずれを補うのに有益となる場合が
ある。
【００５８】
　明らかであるように、本明細書の技術によって提供される、様々な代替実施形態がある
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。
【００５９】
　１つの実施形態は、プラズマ処理装置で使用するための電極組立体を含む。この電極組
立体は、取り外し可能な電極か、またはより永久的な電極とすることができる。この電極
組立体は、平行平板容量結合プラズマ処理装置で使用するために構成された電極板を含む
。プラズマ処理装置は、処理空間を形成する処理室を含む。処理室は、半導体ウェハまた
はフラットパネル等の、ターゲット基板を受けるのに十分な大きさである。処理ガス供給
ユニットは、処理室に処理ガスを供給するように構成される。排気ユニットは、処理室の
内部から排気ガスを吸引するために、処理室の排気口に接続される。第１の電極および第
２の電極は、処理室内で互いに対向して配置される。第１の電極は、上部電極（３００）
とすることができ、第２の電極は、下部電極（４００）とすることができる。第２の電極
は、載置台を介して、ターゲット基板を支持するように構成される。第１の高周波（ＲＦ
）通電ユニットは、第１の電極に第１のＲＦ電力を印加するように構成される。あるいは
、第１のＲＦ通電ユニットは、第２の電極に第１のＲＦ電力を印加するように構成される
。第１のＲＦ通電ユニットは、電源、または外部電源を受けて印加するための回路を含む
ことができる。第２のＲＦ通電ユニットは、第２の電極に第２のＲＦ電力を印加するよう
に構成される。電極板は、第１の電極に取り付け可能である。電極板は、第１の電極に取
り付けられたときに、第２の電極に面する表面領域を有する。電極板の表面領域は、ほぼ
平らであり、同心リングの組を有する。同心リングは、表面領域から突出するか、または
電極板内に画定されてもよい。各同心リングは、所定の断面形状を有し、同心リングは、
隣接する同心リングから、特定の半径距離等の所定のギャップ距離で離間される。
【００６０】
　電力構成は、プラズマ処理の種類に応じて変化する場合がある。例えば、エッチング用
途では、主電源（第１のＲＦ電力）は、上部電極または下部電極のいずれかに給電するこ
とができる。特定のエッチング処理のパラメータ（ウェハ、処理ガスの種類等）では、上
部電極に給電する主電源を有することが効果的であるが、主電源で下部電極に給電するこ
とが、より有益となる場合がある。しかしながら、ＰＥＣＶＤでは、通常は、主電源で上
部電極に給電することが、より有益である。
【００６１】
　電極組立体は、電極板の同心リングの組に、または同心リングの組の上に（接触して）
配置された誘電体部材を含むことができる。誘電体部材は、同心リングの組を十分に覆う
大きさにすることができ、すなわち、同心リングの組または電極板の外部境界まで（また
は越えて）延びている。誘電体部材は、第２の電極に面するほぼ平らな表面を有すること
ができる。誘電体部材は、電極板において、ガス注入開口部を延ばすかまたは継続させる
ことができる。
【００６２】
　いくつかの実施形態で、誘電体部材は、同心リングの組に面するほぼ平らな表面を有す
ることができる。他の実施形態で、誘電体部材は、電極板の同心リングの組に配置される
。誘電体部材は、誘電体部材が同心リングの組とプラズマ生成空間との間にバリアを設け
るような大きさにして、配置することができる。このバリアは、その後、プラズマ生成空
間内で生成されたプラズマによって引き起こされる損傷から、同心リングの組を保護する
ことができる。代替実施形態で、同心リングの電極組立体は、電極板に接触するプラズマ
からの損傷を抑制する、絶縁保護被膜を含む。このような保護被膜は、例えば、イットリ
アまたはアルミナとすることができる。
【００６３】
　各同心リングの断面高さは、約０．５ミリメートルより大きく、かつ約１０．０ミリメ
ートルよりも小さく、各同心リングの断面幅は、約１．０ミリメートルより大きく、かつ
約２０．０ミリメートルよりも小さく、所定のギャップ距離は、約１．０ミリメートルよ
り大きく、かつ約５０．０ミリメートルよりも小さい。
【００６４】
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　各同心リングの断面高さは、約０．５ミリメートルよりも大きく、かつ約１０．０ミリ
メートルよりも小さくすることができる。また、各同心リングの断面幅は、約１．０ミリ
メートルよりも大きく、かつ約２０．０ミリメートルよりも小さくすることができる。所
定のギャップ距離は、約１．０ミリメートルよりも大きく、かつ約５０．０ミリメートル
よりも小さくすることができる。他の実施形態では、より狭い範囲を有する。例えば、各
同心リングの断面高さは、約１．０ミリメートルより大きく、かつ約３．０ミリメートル
よりも小さく、各同心リングの断面幅は、約２．０ミリメートルより大きく、かつ約５．
０ミリメートルよりも小さく、所定のギャップ距離は、約６．０ミリメートルより大きく
、かつ約２０．０ミリメートルよりも小さい。
【００６５】
　印加される第１のＲＦ電力は、３ＭＨｚ～３００ＭＨｚ、またはＶＨＦ印加の場合は、
３０ＭＨｚ～３００ＭＨｚであってもよい。例えば、ＲＦ電力は、４０～１００ＭＨｚで
あってもよい。印加される第２のＲＦ電力は、０．５～１３ＭＨｚであってもよい。本明
細書の技術は、ＲＦ周波数、およびそれより低い周波数に効果的となり得る。各同心リン
グの断面高さ、各同心リングの断面幅、および所定のギャップ距離は全て、電極板の表面
領域の直径に基づいて選択することができる。例えば、直径４５０ミリメートルのウェハ
と比較して、直径３００ミリメートルのウェハ用の異なる構成が使用される場合がある。
各同心リングの断面形状は、ほぼ長方形であってもよい。このほぼ長方形の断面形状は、
半径０．２ミリメートル～１．０ミリメートルの丸めを有することができ、かつ半径約０
．２ミリメートル～１．０ミリメートルのフィレットを有することができる。
【００６６】
　別の実施形態で、プラズマ処理装置は、ターゲット基板を受けるのに十分な大きさの処
理空間を形成する処理室と、処理室に処理ガスを供給するように構成された処理ガス供給
ユニットと、処理室の内部から排気ガスを吸引するために、処理室の排気口に接続された
排気ユニットと、第１の電極および第１のＲＦ通電ユニットとを備える。第１の電極およ
び第２の電極は、処理室内で互いに対向して配置される。第１の電極は上部電極（温極）
であり、第２の電極は下部電極である。あるいは、上部電極は温極ではなく、代わりに、
主電源およびバイアス電源の両方が、下部電極に供給される。第２の電極は、ターゲット
基板を支持するように構成される。この支持は、例えば載置台を介した、直接的または間
接的な支持であり、載置台は静電チャックであってもよい。言い換えれば、第２の電極（
下部電極組立体）は、載置台、表面その他の支持する支持具を備えることができ、その下
に第２の電極が配置される。第１の電極は、第２の電極に面する表面を有する電極板を含
み、この表面は、ほぼ平らであり、所定の形状の外部境界を有する。この表面は、細長い
突出部の組を有する。細長い各突出部は、表面から所定の高さで延びるかまたは突出し、
細長い各突出部は、平らな表面に沿って、かつ第１の電極の中心部の周囲に延びる。細長
い突出部の少なくとも一部は、表面の外部境界とほぼ同様の細長い形状を有する。したが
って、円形電極の場合は、細長い突出部はほぼ円形であり、楕円形電極の場合は、少なく
ともいくつかの突出部は楕円形であり、角型電極の場合は、細長い突出部の少なくとも一
部が長方形である。この部分は、細長い突出部の組の全て、または全てよりも少なくする
ことができる。細長い突出部の組は、突出部の一部が少なくとも１つの他の突出部に囲ま
れるように、表面に配置される。言い換えれば、全てまたは一部の細長い突出部は、入れ
子（長方形の場合）または同心円（円形の場合）である。所与の細長い各突出部は、隣接
する細長い突出部から、所定の距離で配置することができる。したがって、細長い各突出
部同士の間は、等しいかまたは可変の間隔があってもよい。第１の高周波（ＲＦ）通電ユ
ニットは、第２の電極に第１のＲＦ電力を印加するように構成される。第２のＲＦ通電ユ
ニットもまた、第２の電極に第２のＲＦ電力を印加するように構成することができる。代
替的な実施形態で、第１のＲＦ電力は、第１の電極に印加することができる。
【００６７】
　プラズマ処理装置は、電極板の細長い突出部の組に配置された誘電体部材を含むことが
できる。誘電体部材は、細長い突出部の組を覆うのに十分な大きさにすることができる。
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誘電体部材は、第２の電極に面するほぼ平らな表面を有することができる。したがって、
誘電体部材は、細長い突出部の組と、プラズマ生成空間との間にバリアを設ける。誘電体
部材は、細長い突出部の組に面するほぼ平らな表面を有することができる。必要に応じて
、誘電体部材は、細長い突出部同士の間のギャップの中に等角に延び、細長い突出部同士
の間のギャップを埋める。別の実施形態で、細長い突出部の組は、電極板に接触するプラ
ズマからの損傷を抑制する絶縁保護被膜を有する。この保護被膜は、エロージョンから電
極板を保護する手段として、誘電体部材の代わりに使用することができる。
【００６８】
　各突出部の所定の高さは、約０．５ミリメートルより大きく、かつ約１０．０ミリメー
トルよりも小さくてもよく、各突出部の断面幅は、約１．０ミリメートルより大きく、か
つ約２０．０ミリメートルよりも小さく、隣接する突出部同士の間のギャップ距離は、約
１．０ミリメートルより大きく、かつ約５０．０ミリメートルよりも小さい。あるいは、
各突出部の所定の高さは、約１．０ミリメートルより大きく、かつ約３．０ミリメートル
よりも小さく、断面幅は、約２．０ミリメートルより大きく、かつ約５．０ミリメートル
よりも小さく、隣接する突出部同士の間のギャップ距離は、約６．０ミリメートルより大
きく、かつ約２０．０ミリメートルよりも小さい。
【００６９】
　プラズマ処理は、３ＭＨｚ～３００ＭＨｚの第１のＲＦ電源で、または３０ＭＨｚ～３
００ＭＨｚの第１のＲＦ電源で実行することができる。各突出部の所定の高さ、および各
突出部の断面幅は、プラズマ処理装置を介して生成されたプラズマが、第１の電極にわた
ってほぼ均一の電子密度を有するように、第１のＲＦ電源の周波数範囲に基づいて選択す
ることができる。この高さは、また、処理空間で生成されたプラズマからのプラズマの波
長に基づいて決定することもできる。細長い突出部の組の少なくとも一部は、ほぼ長方形
の細長い形状を有することができる。
【００７０】
　電極板は、アルミニウム、シリコン、およびドープされたシリコンからなる群から選択
された材料を含むことができる。他の材料は、ステンレス鋼、炭素、クロム、タングステ
ンその他の半導体または導体材料を含む。電極板は、保護被膜を有することができる。
【００７１】
　他の実施形態は、突出部を有する電極を用いたプラズマ処理の方法を含むことができる
。例えば、上述したプラズマ処理装置において、処理は、ターゲット基板を処理室の中に
装填して、下部電極にターゲット基板を取り付けることによって開始することができる。
処理室からの初期ガスは、排気される。したがって、ターゲット基板の装填時に存在する
ガスは全て、除去することができる。次に、処理ガスが、処理室に供給される。プラズマ
は、第１のＲＦ電力を上部電極または下部電極に印加することによって、（アルゴン等の
）処理ガスから生成される。この上部電極は、第２の電極に面する表面領域を有する。こ
の表面領域はほぼ平らで、表面領域から突出している同心リングの組を含む。同心リング
の組は、所定の離間配分で配置され、各同心リングは、所定の断面形状を有する。上部電
極は、同心リングの組に配置された誘電体部材を含むことができる。誘電体部材は、上部
電極に取り付けられたシートであってもよく、ほぼ平らで、かつ／あるいは同心リング同
士の間の空間を埋めている。この処理は、下部電極に接続された第２のＲＦ電源の使用を
含み、第２のＲＦ電源は、下部電極に第２のＲＦ電力を印加し、これによって、下部電極
をバイアスする。第１の周波数は、生成されたプラズマの第２の電極にわたる特定の電子
密度の不均一性が、約１０％未満になるように、処理室内の作動圧力と同様に調節するこ
とができる。
【００７２】
　代替的な実施形態で、電極に含まれるリングの数は、電極の直径に基づいていてもよい
。同様に、突出部の断面寸法は、電極の直径に基づいていてもよい。いくつかの実施形態
で、直径３００ミリメートルのウェハの処理に使用する電極板は、約２～３０のリングを
含み、直径４５０ミリメートルのウェハの処理に使用する電極板は、約３～４５のリング
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を含む。いくつかの実施形態で、ギャップ距離（突出部の隣接する列またはリングの離間
距離）は、処理室内で生成されたプラズマ波長の波長すなわち周波数よりも小さい。他の
実施形態で、寸法は１／４波長に基づいていてもよい。
【００７３】
　いくつかの実施形態で、断面寸法および／またはフィンの間隔は、上部電極に印加され
る周波数に基づいていてもよい。例えば、上部電極に印加される３ＭＨｚ～３０ＭＨｚの
周波数を用いてプラズマが生成されるとき、フィンの間隔は、第１の所定のフィン間隔を
有することができる。次に、プラズマが、上部電極に印加される３０ＭＨｚ～３００ＭＨ
ｚの周波数を用いて生成されるときは、第２の所定のフィン間隔が用いられ、第２の所定
のフィン間隔は、第１の所定のフィン間隔よりも小さい。上部電極に、より高い周波数を
印加すると、結果として、プラズマ波長が電極板よりも著しく小さくなる。例えば、印加
された周波数が３ＭＨｚ～３０ＭＨｚでは、生成されたプラズマは、１５センチメートル
以上の波長を有することができ、印加された周波数が３０ＭＨｚ～３００ＭＨｚ（または
それ以上）では、生成されたプラズマは、１５センチメートル未満、かつ高調波の効果に
より、１センチメートル～３センチメートルの波長も有することができる。したがって、
上部電極板の寸法は、特定の周波数を有する、調整された印加電力に基づいていてもよい
。
【００７４】
　最適な突出部の断面高さを選択すると、有益である。突出部の高さが比較的小さいと、
やはり中心の電子密度が高くなる場合がある。しかしながら、突出部が高すぎると、端部
の電子密度が高いままとなる。上部電極と下部電極との間の通常の間隔（電極板の表面と
ターゲット基板の表面との間隔）は、約１０ミリメートル～１００ミリメートルであって
もよい。上部電極の通常の電力範囲は、５０ワット～２０，０００ワットであり、圧力は
、１ミリトール～１０トールの範囲であってもよい。
【００７５】
　本発明の特定の実施形態についてのみ、上記で詳しく述べてきたが、本発明の新規な教
示および利点から実質的に逸脱することなく、本実施形態に多くの修正が可能であること
が、当業者には容易に理解されるであろう。したがって、このような全ての実施形態が、
本発明の範囲に含まれることが意図されている。
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